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ＳＵＮＮＥＸＴＡグループが目指す姿

＜中長期の主な目標＞

グループ全体で年商100億円
営業利益10億円を実現する

集合住宅管理支援事業への進出

～新規ビジネスを展開～
東証２部上場

新たな価値
の創造

新たな価値
の創造

経 営 理 念
時代の変化にしなやかに対応し、常に革新し続ける

情熱と向上心、創造性ある経営に挑戦します。

パートナーとともに顧客思考に徹した新しいサービス
の創造と公明正大な利益の追求をします。

経 営 理 念
時代の変化にしなやかに対応し、常に革新し続ける

情熱と向上心、創造性ある経営に挑戦します。

パートナーとともに顧客思考に徹した新しいサービス
の創造と公明正大な利益の追求をします。

グループミッション
新たな価値を創造し、

世の中の標準に進化させていく

グループミッション
新たな価値を創造し、

世の中の標準に進化させていく
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アウトソーシング事業の一環として防犯・ホームセキュリティアイテムも提供

既存ネットワークと情報通信技術を駆使し、シナジーのある事業ドメイン拡大

防犯・ホームセキュリティ
サービス

防犯・ホームセキュリティ
サービス

機 能

販売チャネル

ノウハウ

 株式会社スリーＳ
「Ｓecurity & Ｓafety & Ｓecure」

 住宅向けの防犯・見守り・安否
確認・緊急通報システムの開発

 センサー機器の製造

新
規
分
野

既

存

分

野

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
市
場

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
市
場
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防犯・ホームセキュリティ市場は拡大傾向

＜市場規模・・・拡大傾向＞
 平成22年のホームセキュリティ市場は、934億円（前年比106.9%）

（矢野経済研究所調べ）
 近年、防犯・安全確保に対する意識が向上したことに伴い、市場は拡大傾向
 富裕層に加え、中所得者層、単身者世帯・高齢者世帯に対する柔軟なサービスが期待され

ている

＜市場動向・・・拡大余地が大きい＞
 ホームセキュリティサービスを集合住宅で共同契約している世帯は５％程度

（男性4.8％、女性5.5％）
 将来「できれば契約したい」と考えている人は、２割程度

（男性18.7％、女性20.4％）
 ライフスタイルの変化に伴い、今後市場拡大余地が大きい

＜事業化の背景＞
 単身者の孤立死等が社会問題化（高齢化・単身世帯の増加）

 賃貸住宅特有の防犯問題が深刻化（オートロックの限界）

 現存サービスはユーザビリティが乏しい

ユーザー、家主、管理会
社のいずれにとっても使
い勝手が良いサービスを
目指して事業化
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新規事業は２年後に本格展開

＜ご注意＞

 現時点で株式会社スリーＳは、『持分法適用関連会社（出資比率25％）』です

 ６月28日付の当社リリースでお知らせした、株式会社スリーＳの株式取得に伴う業績への影響は現在精査中であり、
本中期経営計画には加味しておりません

 しかしながら、当事業は今後、弊社の企業価値向上に重要な役割を持つ可能性があります

＜ご注意＞

 現時点で株式会社スリーＳは、『持分法適用関連会社（出資比率25％）』です

 ６月28日付の当社リリースでお知らせした、株式会社スリーＳの株式取得に伴う業績への影響は現在精査中であり、
本中期経営計画には加味しておりません

 しかしながら、当事業は今後、弊社の企業価値向上に重要な役割を持つ可能性があります

導 入 期

平成25年１月 販売開始予定

■ 独自の販売チャネル
による拡販

■ オプションサービスの
開発

準 備 期

平成24年６月28日 株式取得
平成24年７月24日 本社移転

役員派遣

■ プロトタイプによる
テスト運用実施・検証

展 開 期

第３期（平成26年６月期）以降

■ オプションサービスの拡充
■ 個別世帯設置型等、

新型センサー機器の開発
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第４次中期経営計画

2,797 2,811 2,922 2,893 3,131 3,440

3,224 3,115 3,227 3,172
3,415
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6,000

8,000
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 当社グループの中期経営計画は、１年ごとに更新を行うローリング方式
 新たな第４次中期経営計画（平成25年６月期から平成27年６月期）を策定

平成22年６月期
（実績）

平成23年６月期
（実績）

平成24年６月期
（見込）

平成25年６月期
（計画）

平成26年６月期
（計画）

平成27年６月期
（計画）

（百万円）

（百万円）

第４次中期経営計画

施設総合管理事業売上高
社宅管理事務代行事業売上高

連結営業利益

（期）
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前中期経営計画の振り返り（概要)

ハイライト

 過去最高益を更新  特別損失に、東日本大震災への義援金
10百万円を計上

 「マーカスさん」の販売が順調に推移

 少し遅れていた投資を再開し平成25年6月
期には営業利益10億円を目指す

 震災を機に、サービス継続体制強化
（BCP）に基づく事業推進のための整備投
資の実行を決定

 施設総合管理事業の売上高及び営業利益
は、計画どおり増収増益

 記念配当と増配を決定。次期からは配当
性向25％以上を目標に株主還元を実施

 顧客企業の経営環境が変化しアウトソー
シング導入の意思決定が徐々に長期化

 税金費用（法人税等調整額）の減額が発
生し、連結当期純利益が増加

当該３ヵ年は、売上規模に見合った必要最低限の投資のみ実施

社宅管理
事務代行

事業

業績
売上高：27億97百万円（前期比1.7%減）
営業利益：５億16百万円（前期比21.5%増）

売上高：28億11百万円（前期比0.5%増）
営業利益：５億４百万円（前期比2.2%減）

売上高：29億22百万円（前期比3.9%増）
営業利益：４億57百万円（前期比9.5%減）

次期目標

新しい収益の柱「第三の事業の創出」を目指
す。新サービス「マーカスさん」を中心に３ヵ年
で連結営業利益の約15%を、長期的には約
30%を担う新しい収益の柱に育成

新規案件の期ずれ等があるものの既存顧
客のリピート率は98.6％と計画どおり順調
に推移。今後も大手企業を中心にシェア拡
大を目指す

ストックの維持拡大とサービスの拡充による
事業規模の拡大を進め、業界１位の社宅ア
ウトソーシング会社として社会的評価の向上
を図り、人材の強化育成を推進する

施設
総合管理

事業

業績
※連結消去前の

数値

売上高：32億24百万円（前期比8.8%減）
営業利益：1億80百万円（前期比9.0%増）

売上高：31億15百万円（前期比3.4%減）
営業利益：1億79百万円（前期比0.7%減）

売上高：32億27百万円（前期比3.6%増）
営業利益：1億86百万円（前期比3.8%増）

中計目標
※３期継続の

取組み

サービスレンジの拡大とサービス品質を訴求する営業展開を行い、既存マンション管理物件のリピート率の向上を図る一方で、顧客開拓
チャネルの整備を進めるとともに、リプレースによる新規受託を拡大し、中期的な安定成長を目指す

平成22年６月期
（実績）

平成23年６月期
（実績）

平成24年６月期
（見込）
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前中期経営計画（３ヵ年）の総括

社宅管理
事務代行事業

＜概ね計画どおりに達成＞

社宅アウトソーシング受託件数は業界トップを堅持
新規受託件数の伸び鈍化も、総受託件数約 17万件は引続き業界シェアトップ（平成24年６月期 23.1％）

日本社宅ネットのネットワーク網強化
エリア網の拡大、「得々サービス」等の新規役務の展開

新サービス「マーカスさん」の拡張
既存顧客以外からの受注が寄与（平成24年６月期実績 連結営業利益の15％越えを達成）

事業継続に必要不可欠な投資の実施（サービス継続体制への取組み）
利益成長に向けた組織体制整備とインフラ投資を継続中

＜課題と対策＞

新規受託計画の遅れと、競合他社によるアウトソーシング価格の値引き競争が熾烈化
◆対策として、価格競争に正面から取り組み、トータルコスト競争を展開。サービスの総合化を実施

「マーカスさん」、「得々サービス」を投入

施設総合
管理事業

＜概ね計画どおりに達成＞

管理組合の共用部需要への関与率向上
計画修繕プログラムの導入・実施と、点検機能の推進で収益貢献

顧客（管理組合）満足度の向上
管理サービスの更なる「機能化」「見える化」を推進

＜課題と対策＞

新規営業強化策が遅れ、管理物件が減少
◆対策として、ターゲットを見直し新規物件を獲得。解約の歯止めに一旦の目処をたてた



Copyright 2009 (Japan Corporate Housing Service co., ltd.) All rights reserved. 9

前中期経営計画との比較

＜前中期経営計画（平成23年８月11日開示、平成24年６月期～平成26年６月期まで）との比較変更点＞

社宅管理事務代行事業の変更点

＜売上高＞
一時的に鈍化

（新規顧客獲得の
遅れ）

H26/６以降回復へ
（新サービス拡販及
び顧客企業の意思
決定再開による）

＜営業利益＞
新たな投資を計画

顧客ニーズ及び事
業規模拡大へ対応

①札幌オペレーション
センターの開設

②新基幹システム等
の構築・導入

社宅管理事務代行事業の変更点 施設総合管理事業の変更点

＜売上高＞
概ね計画通り

＜営業利益＞
投資を計画
新規獲得のため

の販促費

事業規模拡大の
ための人件費、
社内整備のため
のＩＴ投資を計画

（期）

売上高（百万円）

（実績） （見込） （計画） （計画） （計画）

売上高（百万円） 営業利益（百万円）

（期）

ＢＣＰ対応等で
利益計画が乖離

【売上高と営業利益の推移】 【売上高と営業利益の推移】

（実績） （見込） （計画） （計画） （計画）

営業利益（百万円）

504
457

488

244

138

2,811
2,922

2,893
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3,440

0

500
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3,500
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0

200
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150

210

280

3,115
3,227

3,172

3,415
3,615

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H23/6 H24/6 H25/6 H26/6 H27/6
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社宅管理事務代行事業のテーマは、規模拡大と投資

社宅管理事務代行事業

＜テーマ＞
事業規模を拡大すると同時に、業界№１の社宅アウトソーシング会社として人材の強化育成を推進し、
社会的評価の向上を図る。

 「しゃたくさん」業務範囲の拡充とオペレーショナル品質の向上により、「アウトソーサー」
としての付加価値を高め、新規獲得の増強とストックの維持拡大を推進

 札幌オペレーションセンターの拡充と、オペレーションの効率化及びサービス継続体制の強化

 将来の事業拡大を見据え、社内インフラ整備を促進

 雇用形態と業務環境の多様化に視点を拡大した人材育成の強化

＜第４次中期経営計画（平成25年６月期～平成27年６月期）の経営方針＞
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施設総合管理事業のテーマは、マンション管理の拡大と体制整備

施設総合管理事業

＜テーマ＞
マンション管理市場において、管理サービスの価値最大化を図り、「ストックビジネス」としての継続的な
成長を実現する。

 ストックの維持とストック拡大の推進

 ストックからの収益最大化の推進

 業界№１の管理効率の実現

 従業員価値の向上に向けた人事制度改革とそれによる待遇向上

＜第４次中期経営計画（平成25年６月期～平成27年６月期）の経営方針＞
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各事業の中期経営計画の骨子

社宅管理事務代行事業

 引続き、サービス継続による価値の最大化を基本に差別化を図り、ストックビジネスを
維持拡大する

 アウトソーシング事業者としての使命を全うするため、「サービス継続体制の強化」、
「ＢＣＰ・ＢＣＭ」のための投資、また新分野への投資を行う

 総額コスト削減型のサービスはもとより、競争優位性の高いサービスをコアに、新規
獲得の強化に注力する

施設総合管理事業

 誰にでもわかる管理サービスのコストパフォーマンスを中心に差別化への取組みを
継続し、「ストックビジネス」としての継続的な成長を実現する

 新規顧客の開拓推進を含め、必要コストを投じながら経営体質強化を推進する

＜第４次中期経営計画（平成25年６月期～平成27年６月期）の概要＞
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社宅管理事務代行事業は、H27/６期に償却がピークアウト

2,811 2,922 2,893
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売上高

＜概要＞
 売 上 高 ・・・ 社宅アウトソーシング市場の潜在的な需要は高く、中計のローリング期間は年間１～２万件

の受託件数を獲得できるものと想定
 営業利益・・・ 将来の成長のために３ヵ年で５億円の投資を計画

営業利益は受託件数の増加と共に回復。減価償却費のピークはＨ27/６期

【売上高】 【営業利益と営業利益率】 【受託件数の推移】

（千件）

（百万円）（百万円）

（期） （期） （期）
（実績） （見込） （計画） （計画） （計画） （実績） （見込） （計画） （計画） （計画） （実績） （見込） （計画） （計画） （計画）

年間１～２万件程度の
増加を見込む

488

244
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457

504

15.6%

4.8%

7.8%

14.2%

17.9%

0

100

200

300

400

500

600
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0.0%

5.0%
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15.0%

20.0%営業利益

営業利益率

165 169

H23/6 H24/6 H25/6 H26/6 H27/6
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＜新基幹システム＞
 投資理由 ・・・ 事業規模の拡大に耐えうる業務システムの開発、導入

ＢＣＰと規模の拡大に備え３ヵ年で約５億の投資を実行

＜投資方針＞
 アウトソーシング事業者としての使命を全うするため、サービス継続体制の強化、ＢＣＰの刷新

と、それらを踏まえた事業拡大に投資する（２０万件を超える稼動規模に備える体制へ）

＜札幌オペレーションセンター＞
 投資理由 ・・・①業務量キャパシティに見合ったスペース増床

②有事にも重要なサービス業務を中断させない体制の

整備

 拠点概要 ・・・北海道札幌市中央区

 回収期間 ・・・約５年（償却期間５年）

【主な投資時期と金額】

＜その他＞
 投資理由 ・・・ 社内整備等（機能強化）のための必要投資

（百万円）

（計画） （計画） （計画）

（期）☆サービス機能強化、効率化に向けた投資については、
様々な分野から恒常的に継続実施中

28
69

336

80 70

1

109 50

158

2

67
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50
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350

400

H25/6 H26/6 H27/6

札幌オペレーションセンター

新基幹システム

その他
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3,115 3,227 3,172
3,415

3,615
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売上高

施設総合管理事業は、H26/６期から売上利益ともに拡大

＜概要＞
 売 上 高 ・・・ 管理サービスのコストパフォーマンスの最大化こそが最大の競争戦略と認識し、認知度の

向上を図り新規受託に結びつけ、ストック収益の最大化とともに規模の拡大を図る
（これまでの取り組みにより、リプレース物件獲得のための営業が効果を上げてきている
ので、それを伸ばす取り組みに展開する）

 営業利益・・・ 規模の拡大に向けた体制整備投資、販促活動等への投資は実行するものの、業容拡大
に連動した収益拡大を計画

【売上高】 【営業利益と営業利益率】
（百万円）（百万円）

（期）（期）

【マンション管理棟数の推移】

（期）

（棟）

（実績） （見込） （計画） （計画） （計画） （実績） （見込） （計画） （計画） （計画） （実績） （見込） （計画） （計画） （計画）

179 186
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H27/６期に既存事業体だけでも売上70億・営業利益7.7億を目指す

5,918 6,145 6,061
6,542

7,051
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2,000
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5,000

6,000
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売上高

継続的・安定的な収益に繋がる既存事業の維持・拡大。新規案件の獲得と稼動。生産性の向上とコスト低減、
サービスの品質向上等を着実に推進することで、投資のピーク期を乗り越え、売上高70億、営業利益7.7億円
を計画。

＜概要＞
売 上 高 ・・・ H25/６期計画は前年比減

H26/６期以降は、新規案件の稼働が段階的に売上に寄与。全体として増収を目指す
営業利益・・・ 本中計で最大の投資を、H25/６期からH27/６期にかけて実施

H26/６期以降は、増収と投資効果から増益基調を計画

【売上高】 【営業利益と営業利益率】
（百万円）（百万円）

（期）
（実績） （見込） （計画） （計画） （計画）
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当中期経営計画期間においては、原則、１株あたり配当額を維持

＜当社の配当方針（平成25年６月期～平成27年６月期）＞

原則、平成24年６月期の１株当たり配当額を維持したい

 当社は、従来配当性向25％前後を目安にし、内部留保に力点を置いてきた

 当中期経営計画は、将来に向けた投資に重点を置いており、計画期間内に投資償却がピークアウト

する内容となっているが、各年度の計画はいずれも営業黒字を見通せる内容となっており、配当余力

はある

 内部留保に依存することなく、投資案件を消化できる経営計画を立てており、一時的に業績が芳しく

ない時期があっても、これまでの経緯を踏まえ、安定配当で株主の皆様のご期待に応えたいと考えて

いる
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日本社宅サービス株式会社

常務取締役 竹村 清紀

ＴＥＬ ： 03-5229-8748 （ＩＲ直通）
ＦＡＸ ： 03-5229-8730
E-mail ： ir@syataku.co.jp

将来予想に関する記述については、目標や予測に基づいており、確約や
保証を与えるものではありません。予想と異なることがある点を認識され
た上でご利用ください。

お問合せ先
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